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序 章 計画見直しの背景等 

・ 計画期間の終了 

・ パリ協定の本格運用、国の 2050 年カーボンニュートラル宣言 

・ 福島県 2050 年カーボンニュートラル宣言 

 

第１章 計画策定の背景 

１ 計画策定の背景 

・ 地球温暖化は喫緊の課題 

・ IPCC 第６次評価報告書第１作業部会報告書（自然科学的根拠）では、「人間

の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない」 

２ 計画の位置付け 

・ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共団体実行計画 

・ 気候変動適応法に基づく地域気候変動適応計画 

・ 福島県環境基本計画の個別計画 

３ 計画期間 

・ ９年間（令和４年度～令和 12年度）  

４ 計画の対象等 

・ 対象地域は県内全域 

 

第２章 現状と課題 

１ 地球温暖化の現状 

・ 地球温暖化のメカニズム 

・ 世界、日本の二酸化炭素総排出量 

２ 地球温暖化対策の取組 

・ 国、県の取組（カーボンニュートラル宣言、温対法改正等） 

３ 本県における温室効果ガス排出量の現状と課題 

 

第３章 地球温暖化対策を進めるにあたっての目標 

○ 「福島県２０５０年カーボンニュートラル」の実現 

・ 県民総ぐるみの省エネルギー対策の徹底 

・ 再生可能エネルギー等の最大限の活用 
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・ 二酸化炭素の吸収源対策 

・ 気候変動への適応策の推進 

 

○ 削減目標（基準年度：２０１３年度） 

・ ２０３０年度 ▲５０％ 

・ ２０５０年度 実質ゼロ 

 

第４章 温室効果ガス排出抑制等に関する施策 

１ 温室効果ガス削減対策の体系 

（１）施策の体系 

・ 視点１ 県民総ぐるみの省エネルギー対策 

・ 視点２ 再生可能エネルギー等の最大限の活用 

・ 視点３ 持続的な吸収源対策 

・ 視点４ 環境・エネルギー産業の活性化 

・ 視点５ 未来のための環境・エネルギー教育 

・ 視点６ 脱炭素型の地域づくり 

（２）各主体の役割（県民、事業者、市町村、県など） 

２ 視点別主要施策 

 

第５章 気候変動の影響に対する適応策 

１ 気候変動の現状と予測 

２ 気候変動の影響への具体的な適応策 

 

第６章 計画の推進体制及び進行管理 

１ 計画の推進体制 

・ 県民や事業者等との連携による推進体制 

・ 市町村等関係機関との連携による推進体制 

・ 全庁をあげた地球温暖化対策の推進 

２ 計画の管理体制 

・ ふくしま地球温暖化対策推進本部会議、環境・エネルギー施策推進庁内連絡会

議の活用 

・ PDCA サイクル 

 

第７章 事業者としての県の取組 
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